
 
1 

 
第 １ ６ - ０ ２ １ 号 

     ２０１６年１０月３１日 

 平成２９年３月期 第２四半期決算および通期業績予想について 

ＡＮＡホールディングスは、本日１０月３１日（月）、平成２９年３月期 第２四半期決算を取りまと

めました。詳細は「平成２９年３月期 第２四半期決算短信」をご参照ください。 
 
１．平成２９年３月期 第２四半期の連結経営成績・連結財政状態 
（１）概況 

・当第２四半期のわが国経済は、設備投資の持ち直しの動きに足踏みが見られる等、このところ弱

さも見られますが、総じてみれば個人消費が底堅い動きとなる等、緩やかな回復基調が続きました。

また、先行きについては、海外景気の下振れや、英国のＥＵ離脱問題に伴う海外経済の不確実性

の高まり等、景気を下押しするリスクがあるものの、雇用・所得環境の改善が続く中で、各種政策

の効果もあり、緩やかに回復していくことが期待されております。 

・海外４都市に新規就航した前期に続き、当期も海外２都市への運航を開始する等、国際線ネットワ

ークの拡充を進めております。羽田では内際ネットワークの連携機能を、成田では国際ハブ空港と

しての国際線乗り継ぎ機能を強化し、首都圏デュアルハブモデルの進化に取り組んでいます。 
・英国ＳＫＹＴＲＡＸ社より４年連続で世界最高評価「５スター」認定を受けていることに加え、２０１６年

ワールド・エアライン・アワードにおいて、２部門で最も優秀な航空会社として表彰されました。 
・航空事業を中心に熊本地震や欧州で発生したテロの影響を受けたことに加え、円高の影響による

外貨建て収入の減少や燃油価格の下落に伴う燃油特別付加運賃収入の減少等により、売上高は

前年同期を下回りましたが、費用の抑制に努めたこと等から、営業利益、経常利益、親会社株主に

帰属する四半期純利益ともに増益となりました。 

これらの結果、当第２四半期の連結経営成績は売上高が８，８４９億円、営業利益は８９５億円、

経常利益は８３４億円、親会社株主に帰属する四半期純利益は５７４億円となりました。 
単位：億円（増減率を除き、単位未満は切り捨て） 

【連結経営成績】 平成２９年３月期 
第２四半期 

平成２８年３月期 
第２四半期 増減 増減率(%) 

売 上 高 ８，８４９ ９，１１２ ▲２６２     ▲２．９ 
営 業 費 用 ７，９５４ ８，２４４ ▲２９０     ▲３．５ 
営 業 損 益 ８９５ ８６７ ２７   ３．２ 
営 業 外 損 益 ▲６１ ▲３８ ▲２２ ―― 
経 常 損 益 ８３４ ８２９ ４     ０．６ 
特 別 損 益  １  ０ ０   １１７．７ 

親会社株主に帰属する 
四 半 期 純 損 益 ５７４ ５３９ ３４     ６．４ 

   単位：億円（単位未満は切り捨て） 

【セグメント情報】 
平成２９年３月期 

第２四半期 
平成２８年３月期 

第２四半期 増減 

売上高 営業損益 売上高 営業損益 売上高 営業損益 
航 空 事 業 ７，６９１ ８４７ ７，８８０ ８１１ ▲１８９ ３６ 
航空関連事業 １，２７７ ５３ １，１４４ ４２ １３２ １０ 
旅 行 事 業 ８２４ ２０ ８８４ ２８ ▲６０ ▲８ 
商 社 事 業 ６８９ ２６ ７１５ ３０ ▲２６ ▲４ 
そ の 他 １６６ ７ １６１ ６ ５   ０ 
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（２）航空事業 
①国内線旅客 
・需要動向に応じて運賃を柔軟に設定したものの、熊本地震やシルバーウィークの日並びの影響

等により旅客数、単価がともに前年同期を下回った結果、収入は前年同期を下回りました。 
・サマーダイヤから羽田＝宮古線を開設したほか、夏季の一部期間において羽田＝沖縄線の深夜

便を運航する等、需要の取り込みを図りました。また、予約状況に応じて従来よりもさらにきめ細

かく機材の入れ替えを行う「ピタッとフリート」の運用を継続し、座席利用率の向上に努めました。 
・熊本地震後に合計１７５便の臨時便等を運航したほか、９月には台風被災地域の交通アクセス確

保のために札幌＝釧路線の臨時便を設定する等、公共交通機関としての使命を果たしました。 
・九州における観光産業の早期復興に向けた「九州ふっこう割」制度を活用した旅行商品を充実さ

せたほか、一部運賃の値下げ等により、九州方面への渡航需要の喚起に努めました。 

結果として、国内線旅客収入は５８億円の減収（前年同期比１．７％減）となりました。 
（増減率、利用率を除き、単位未満は切り捨て） 

【国内線旅客】 平成２９年３月期 
第２四半期 

平成２８年３月期 
第２四半期 増減 増減率(%) 

旅客収入（億円） ３，４７４ ３，５３２   ▲５８  ▲１．７ 
旅客数（千人） ２１，５２０ ２１，５５１ ▲３１ ▲０．１ 
座席キロ（百万座席キロ） ３０，２２５ ３０，３０７ ▲８２ ▲０．３ 
旅客キロ（百万人キロ） １９，５２６ １９，４３３ ９３ ０．５ 
利用率（％） ６４．６ ６４．１   ０．５ ――― 

 

 ②国際線旅客 
・日本発欧州線のプレジャー需要において、欧州で発生したテロの影響が引き続き残ったものの、

欧米並びにアジア路線を中心にビジネス需要が堅調に推移したことに加え、全方面からの海外発

需要が旺盛であったこと等から、旅客数は前年同期を上回りました。一方、円高の影響による外

貨建て収入の減少や、燃油価格の下落に伴う燃油特別付加運賃収入の減少等により、収入は前

年同期を下回りました。 

・４月から成田＝武漢線を新規開設したほか、９月からは日本から唯一の直行便となる成田＝プノ

ンペン線を新規開設し、ネットワークの強化を図りました。 
・欧州線や需給環境が悪化している中国線を中心に、訪日需要を喚起するための海外発割引運賃

を設定し、プレジャー需要の取り込みを図りました。 
・北米、欧州、オセアニアに運航する全ての長距離国際線に続き、東南アジア路線を中心とする中

距離国際線のビジネスクラスにもフルフラット・シートの「ＡＮＡビジネス・スタッガード」を導入する

等、プロダクト品質の向上に努めました。 

結果として、国際線旅客収入は５億円の減収（前年同期比０．２％減）となりました。 
（増減率、利用率を除き、単位未満は切り捨て） 

【国際線旅客】 平成２９年３月期 
第２四半期 

平成２８年３月期 
第２四半期 増減 増減率(%) 

旅客収入（億円） ２，５９１ ２，５９６ ▲５ ▲０．２ 
旅客数（千人） ４，４７９ ４，０６２ ４１７ １０．３ 
座席キロ（百万座席キロ） ２９，４５８ ２６，３３３ ３，１２４ １１．９ 
旅客キロ（百万人キロ） ２２，３０９ １９，９８４ ２，３２４ １１．６ 
利用率（％） ７５．７ ７５．９ ▲０．２ ――― 
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③貨物 

・国内線貨物は、宅配貨物を中心に需要の取り込みを図りましたが、天候不順によって北海道発の

貨物取扱いが減少する等、航空貨物需要全体が低調に推移したことから、輸送重量、収入ともに

前年同期を下回りました。 
・国際線貨物は、日本発貨物需要が回復基調にある中、日本発アジア・中国向け等の貨物需要の

取り込みを強化したことに加え、引き続き三国間輸送貨物の取り込みに努めた結果、輸送重量は

前年同期を上回るとともに、９月は単月で過去最高を記録しました。一方で、円高基調の継続及

び需給環境の悪化に伴う単価の下落や、代理店向けの「国際貨物販売手数料」を廃止して収入と

費用を相殺したこと等の影響により、収入は前年同期を下回りました。 

結果として、国内線貨物収入は４億円の減収（前年同期比３．０％減）、国際線貨物収入は１６５億

円の減収（前年同期比２８．３％減）となりました。 
   （増減率、利用率を除き、単位未満は切り捨て） 

【貨物】 平成２９年３月期 
第２四半期 

平成２８年３月期 
第２四半期 増減 増減率(%) 

国

内

線 

貨物収入（億円）      １５０      １５５ ▲４ ▲３．０ 
輸送重量（千トン）     ２２２     ２２８ ▲６  ▲２．７ 
有償貨物ﾄﾝｷﾛ（百万ﾄﾝｷﾛ）     ２２５     ２３０ ▲４  ▲２．０ 

国

際

線 

貨物収入（億円）     ４１８     ５８３ ▲１６５ ▲２８．３ 
輸送重量（千トン）     ４５７     ３９６ ６１ １５．４ 
有償貨物ﾄﾝｷﾛ（百万ﾄﾝｷﾛ）    １，９９９ １，７０２ ２９７ １７．５ 

 
④その他 
･マイレージ附帯収入やバニラ・エア㈱の収入、機内販売収入、整備受託収入等で構成される航空

事業におけるその他の収入は、１，０１６億円（前年同期比５．７％増）となりました。 
･バニラ・エア㈱では、４月から関西＝台北線、９月から台北＝ホーチミン線及び沖縄＝台北線を開

設したほか、８月の高需要期に成田＝高雄線や成田＝奄美大島線を増便し、需要の取り込みを図

りました。また、５月には、アジア・オセアニア地域のＬＣＣ７社と共同で世界初のＬＣＣアライアンス

「バリューアライアンス」を設立しました。当第２四半期における輸送実績は、旅客数は１，０１６千人

（前年同期比１３．３％増）、利用率は８６．６％（前年同期差０．１ポイント減）となりました。 
 
（３）航空関連事業・旅行事業・商社事業・その他 
・航空関連事業では、羽田空港、中部空港及び那覇空港における空港地上支援業務の受託増等に

より、当第２四半期の売上高は１，２７７億円（前年同期比１１．６％増）、営業利益は５３億円（前年

同期比２４．７％増）となりました。 

・旅行事業では、国内旅行は主力商品「ＡＮＡスカイホリデー」で熊本地震の影響によって九州方面

の取扱高が減少したこと等により、海外旅行は主力商品「ＡＮＡハローツアー」で昨年度に発生した

テロの影響によって欧州方面の取扱高が減少したこと等により、ともに売上高は前年同期を下回り

ました。なお、訪日旅行については、競争激化の影響によって、取扱高は前年同期を下回りました。

これらの結果、当第２四半期の売上高は８２４億円（前年同期比６．８％減）、営業利益は２０億円

（前年同期比２８．６％減）となりました。 

・商社事業では、リテール部門や食品部門の売上が減少したこと等により、当第２四半期の売上高

は６８９億円（前年同期比３．７％減）、営業利益は２６億円（前年同期比１３．９％減）となりました。 

・その他では、不動産関連事業が好調に推移したこと等により、当第２四半期の売上高は１６６億円

（前年同期比３．２％増）、営業利益は７億円（前年同期比９．８％増）となりました。 
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（４）連結財政状態 
   （自己資本比率、Ｄ／Ｅレシオを除き単位未満は切り捨て） 

【連結財政状態】 平成２９年３月期 
第２四半期 平成２８年３月期 増減 

総資産（億円） ２２，５２８ ２２，２８８  ２４０ 
自己資本（億円）  （注１） ８，１８３ ７，８９８   ２８４ 
自己資本比率（％） ３６．３ ３５．４  ０．９ 
有利子負債残高（億円） （注２） ７，３８５ ７，０３８ ３４６ 
Ｄ／Ｅレシオ（倍） （注３） ０．９ ０．９ ０．０ 
注１：自己資本は純資産合計から非支配株主持分を控除しています。 
注２：有利子負債残高にはオフバランスリース負債は含みません。 
注３：D／E レシオ＝有利子負債残高÷自己資本 

（５）連結キャッシュ・フロー 
単位：億円（単位未満は切り捨て） 

【連結キャッシュ・フローなど】 平成２９年３月期 
第２四半期 

平成２８年３月期 
第２四半期 

営業活動によるキャッシュ・フロー １，１３７ １，７１１ 

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲１，１５３ ▲１，２３０ 

財務活動によるキャッシュ・フロー １４５ ▲５６４ 

現金および現金同等物期末残高  ２，７３５ ２，００８ 

減価償却費 ６８３ ６７１ 

２．平成２９年３月期の見通し 
・今後のわが国経済は、雇用・所得環境の改善が続く中で、各種政策の効果もあり、緩やかに回復

していくことが期待されています。一方で、当社グループを取り巻く環境は、海外経済の不確実性

の高まり等、グローバルな各種リスクに加え、国内外におけるさらなる競争激化も予想されます。 
・このような状況下、ＡＮＡグループでは、「世界のリーディングエアライングループを目指す」という

経営ビジョンの実現に向け、グローバルな事業環境の変化に対応できる強靭な体質と攻めのスピ

ード経営で、「２０１６～２０２０年度 ＡＮＡグループ中期経営戦略」（今年１月に策定）に掲げた成長

戦略を着実に実行してまいります。 
・２０１６年から急速に進んだ円高の影響による外貨建て収入の減少や、燃油市況を反映した燃油

特別付加運賃収入の減少等により、通期の売上高は当初予想より７００億円程度減少する見通し

です。一方で、円高の影響による費用の減少に加え、引き続きコストマネジメントの推進等に努め

ることで営業費用を削減し、営業利益・経常利益・親会社株主に帰属する当期純利益の見通しは、

当初予想のとおりといたします。 

以上により、平成２９年３月期の連結業績予想を下記のとおり修正いたします。 

単位：億円 
【平成２９年３月期見通し】 

（連結業績） 修正予想 
当初予想 

（平成２８年４月２８

日発表） 
増減 

前期実績 
（平成２８年３月期） 

増減 

売 上 高 １７，４００ １８，１００  ▲７００  １７，９１１ ▲５１１ 
営 業 利 益    １，４５０  １，４５０ --- １，３６４ ８５ 
経 常 利 益    １，３００     １，３００ ---      １，３０７ ▲７ 
親会社株主に帰属する  
当 期 純 利 益    ８００     ８００ ---      ７８１ １８ 

以上 


